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令和３年６月８日
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項 目
H29 収支予測調査結果 R3.5現在見込額

増 減 備 考
税抜き ※ 税抜き

Ｊ
Ｒ
か
ら
の
譲
渡
資
産

鉄道資産

土地、線路、電路、橋梁、トンネル、
駅、ホーム、変電所、車両基地 等

１５２億円 １３８億円 ８４億円 △５４億円

ＪＲ提示額（簿価）

…Ｐ２参照車両

旅客車両、除雪車（ラッセル） ９７億円 ８８億円 １０億円 △７８億円

開業前設備投資

指令分離工事、駅・発券機改修、
管理ソフト作成 等

４４億円 ４０億円 ４０億円 ―
今後、投資内容や金額
を精査

開業準備（出資金の一部）

会社設立費用、開業前人件費、
事務所運営費 等

１４億円 １４億円 ２０億円 ＋６億円

開業遅延に伴う負担増
（6.2億円）

…Ｐ３参照

初期投資 合計 ３０７億円 ２８０億円 １５４億円 △１２６億円

参考：富山県（Ｈ２４） ― ２８８億円 １８５億円

※ 初期投資に係る消費税は還付される見込のため税抜額を表示（県補助も税抜予定）



ＪＲからの資産譲渡額について（令和３年５月時点）

Ｈ２９収支予測調査
（Ｈ３０.６公表）

Ｒ３．４月 ＪＲ提示額
（Ｒ５年度末想定簿価）

増 減

鉄道資産
（土地、設備）

１３８億円 他県計画単価から推計 ８４億円
既存設備 ７７億円
設備更新見込７億円 △ ５４億円

車 両 ８８億円
車両新造
４４両（２２編成）
車両数は他県事例から推計

１０億円

県内区間現使用車両
３０両（１５編成）
新・中古車
２両（ １編成）

△ ７８億円

計 ２２６億円 ９４億円 △１３２億円

参考：富山県 ２３０億円 ― １１０億円 ― △１２０億円

１ これまでの対応

Ｒ２．５月～ ＪＲから固定資産台帳の提示

県において台帳データの確認

県・ＪＲとともに、台帳と資産の現地確認（一部）

Ｒ２．１１月 ＪＲに対し台帳データの修正・再確認等を依頼（譲渡対象や耐用年数等）

Ｒ３．４月 ＪＲから１年遅延を反映した修正後の想定簿価の提示

２ 今後の予定

（１）ＪＲへの依頼

・不要資産の撤去（または撤去費相当額の減額）

・開業前修繕の徹底

・開業後の人的支援（ＪＲ出向者人件費の一部負担）

（２）全ての譲渡資産を現地確認し、譲渡額を確定（Ｒ５年度の譲渡契約締結時まで継続して実施）

ＪＲの対応を確認したうえで、資産譲渡
の基本合意を予定

※ 記載金額は税抜き
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時 期
経営計画の策定

（並行在来線対策協議会が策定）

「鉄道・運輸機構からの出資」手続き

地域公共交通計画
（地方公共団体が策定）

鉄道事業再構築実施計画
（並行在来線会社が作成）

令和３年５月 ―
法定協議会を設置

• 計画内容の協議

６～７月 • 計画内容の検討 • 計画内容の検討

８月頃

ＪＲとの資産譲渡の基本合意

対策協議会幹事会

• 最終案の作成

法定協議会

• 最終案の作成

９月議会 • 計画内容の説明 • 計画内容の説明

１０月頃
対策協議会

• 経営計画策定 • 計画決定 ⇒国へ提出

１１月頃
• 国交大臣に認定申請

⇒認定

１２月頃 • 鉄道・運輸機構に対し出資を申込み

令和４年３月頃 • 出資の実行

「経営計画策定」および「鉄道・運輸機構からの出資」スケジュール
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国
と
協
議
を
進
め
な
が
ら
作
成

ほぼ同一の内容

同一のメンバー

※ 鉄道・運輸機構から出資を得るには２つの計画を作成する必要


